
 平成31年度当初予算　予算要求シート

・ ・ ・

【目的】

【内容】

【経過（～30年度）】 【31年度】 【今後予定（32年度～）】

【今年度要求のポイント】

関連事業： 人権教育セミナー

: - 3 - 021007整理番号

合計 1,620 1,543

みんなの審査会対象外

その他　特記事項

同和主担者として各所属より
選出された職員を対象に、3
年に渡り人権研修を実施。現
在は、人権主担者に名称を
変更し、H26年度からは任期
を2年とした。

1,620

Bグループ研究発表会

施設入館料、ガイド料等

その他

班別研修

研修資料、研修参加負担金等

1,163

債務負担行為

全体研修

Bグループ研修 講師謝礼金、会場借上料等

Aグループ研修Ⅰ 講師謝礼金、会場借上料等

Aグループ研修Ⅱ 講師謝礼金、会場借上料等

　H　～　H

事業

概要

職場・家庭・地域等において、市民一人ひとりに啓発ができる
職員を育成し、また、各職場において人権意識の向上と人権
問題に関しての指導・助言ができる人権問題指導者を養成
するとともに、自ら人権に関する学習を行い、あらゆる施策を
平和と人権を尊重する視点をもって実施できるようにする。

人権主担者が各課において、同和問題をはじめとする人権
課題の解決に取り組むことを目的として、人権指導者として
の人権意識の向上を図るための研修を行う。
人権主担者を経験年数別にグループ分けし、それぞれ班を
編成して様々な人権課題について意見交換を行うとともに、
研修の目標に従って班ごとにテーマを定め、自主研修を実施
する。

研修の参加率向上を図るため、研修日を複数日設定するとと
もに、1回あたりの研修規模を縮小し、会場において必要とな
る経費を削減する。また、班別研修の更なる充実をめざし、
必須のフィールドワークを設定するため、班別研修経費を増
額して要求するもの。

Aグループ研修Ⅲ

64

講師謝礼金、会場借上料等

会場運営委託料等

366

40

0

348

490

助言者制度を見直すととも
に、研修効果の維持・向上を
図るため、必須のフィールド
ワークを設定するなど研修機
会の増加を図る。

2年任期で継続

平成30年度予算額

184 157 講師謝礼金、会場借上料等

スケジュール（経過及び今後展開）

要求額（千円）

1,543

94

0

97

322

414

448

事業区分 ： その他一般

平成31年度要求額平成29年度決算額

事業名 人権主担者研修事業

：市民人権局・人権企画調整課
　施策番号マスター

プラン
：

３つの挑戦
1-4

局・課名

61 78

事業費（千円）

主な要求内容 （単位：千円）
項目 30年度予算 31年度要求額 内容・積算等

期間


